資料７　消費者庁が行った法執行・行政処分等
○資料７-１　消費者庁が行った主な法執行・行政処分等（年度別件数）
〈消費者安全法の規定に基づく注意喚起〉
	
	2015年度
	2016年度
	2017年度
	2018年度
	2019年度

	件　　数
	9
	10
	10
	13
	15


〈不当景品類及び不当表示防止法の規定に基づく消費者庁の措置命令〉
	
	2015年度
	2016年度
	2017年度
	2018年度
	2019年度

	件　　数
	13
	27
	50
	46
	40


〈不当景品類及び不当表示防止法の規定に基づく消費者庁の課徴金納付命令〉
	
	2015年度
	2016年度
	2017年度
	2018年度
	2019年度

	件　　数
	―
	1
	19
	20
	17


〈不当景品類及び不当表示防止法の規定に基づく消費者庁による課徴金納付命令に係る返金計画の認定・不認定〉
	
	2015年度
	2016年度
	2017年度
	2018年度
	2019年度

	件数（認定／不認定）
	―
	2／1
	1／0
	0
	0


〈特定商取引に関する法律の規定に基づく消費者庁等の業務停止命令等及び指示並びに業務禁止命令※1〉
	
	2015年度
	2016年度
	2017年度
	2018年度
	2019年度

	件　　数
	34
	28
	32
	58
	89


〈特定商品等の預託等取引契約に関する法律の規定に基づく消費者庁の業務停止命令及び措置命令〉
	
	2015年度
	2016年度
	2017年度
	2018年度
	2019年度

	件　　数
	0
	4
	2
	0
	0


〈特定電子メールの送信の適正化等に関する法律の規定に基づく消費者庁の措置命令〉
	
	2015年度
	2016年度
	2017年度
	2018年度
	2019年度

	件　　数
	7
	0
	2
	0
	0


〈家庭用品品質表示法の規定に基づく消費者庁の指示〉
	
	2015年度
	2016年度
	2017年度
	2018年度
	2019年度

	件　　数
	7
	35
	1
	11
	24※２


〈食品表示法の規定に基づく消費者庁の指示・命令〉
	
	2015年度
	2016年度
	2017年度
	2018年度
	2019年度

	件　　数
	0
	0
	0
	0
	1


〈健康増進法の規定に基づく消費者庁の勧告〉
	
	2015年度
	2016年度
	2017年度
	2018年度
	2019年度

	件　　数
	1
	0
	0
	0
	0


※１　特定商取引法の規定に基づく消費者庁等の業務停止命令等及び指示並びに業務禁止命令については、地方経済産業局等による処分件数を含む。なお、業務禁止命令は、2016 年の改正（2017年12月施行）により新設された。
※２　家庭用品品質表示法では、同法第４条第１項の規定に基づく指示に従わない場合に同条第３項の規定に基づいて公表することができるとされているが、2019年度に行った指示のうち、指示に従わなかった事業者がいなかったため、内容の概要等は掲載しない。

○資料７-２　消費者安全法の規定に基づく消費者への注意喚起（2019年度）
	実施時期
	件　名
	内　　容

	2019年
４月24日
（注意喚起）
	「月収１万円▶月収180万円！」などとうたい、多額の金銭を支払わせる「株式会社アシスト」に関する件
	株式会社アシストは、「月収１万円 ▶ 月収180万円！」などとうたって消費者を勧誘し、多額の収益を得るためには「自動補助ツール」と称するシステムツールの利用契約を結んで消費者が開設したブログのアクセス数を増やすことが必要だとして、当該システムの高額な利用契約を結ばせていたが、実際には、当該ツールを利用しても、収益を上げられる仕組みにはなっていないことが判明した（虚偽・誇大な広告・表示及び不実告知）。

	2019年
５月17日
（注意喚起）
	「ゲーム感覚で毎日３万円稼げる」などとうたい、多額の金銭を支払わせる「株式会社CCS」に関する件
	株式会社CCSは、「ゲーム感覚で毎日３万円稼げる」などとうたって消費者を勧誘し、「Techbox」と称するアプリや「TechROID3.0」と称するアプリを利用すれば暗号資産（仮想通貨）取引で確実に収益を上げられるとして高額な契約を結ばせていたが、実際には、当該アプリを利用しても、確実に収益を上げられる仕組みにはなっていないことが判明した（虚偽・誇大な広告・表示及び不実告知）。

	2019年
６月24日
（注意喚起）
	ハンドルロック「一発二錠」のケースが破損していたらすぐに自転車の使用を中止してください！
	ハンドルロック「一発二錠」を搭載した自転車・電動アシスト自転車において、ハンドルロックケースの破損などが原因で誤作動し、ハンドル操作ができなくなり転倒するなどの事故が発生。該当製品のハンドルロックのケースが破損している場合は、すぐに自転車の使用を中止するよう呼び掛けた。

	2019年
７月22日
（注意喚起）
	株式会社ワールドイノベーションラブオールの名義で行われる「PRPシステム」と称する役務の訪問販売に関する件
	WILL株式会社（以下「WILL」という。）は、「PRPシステム」と称して、IP電話機能などが読み込まれたカード型USBメモリを消費者に販売した上、それを自ら賃借して運用した収益からカード型USBメモリの購入代金を上回る賃借料を消費者に支払うとする役務を提供していたが、実際には同社の売上げの99％がカード型USBメモリの販売によるものであり、運用収益から賃借料を支払っている実態はないことが判明した（不実告知）。
また、WILLが社名を「株式会社ワールドイノベーションラブオール」（以下「ラブオール」という。）に変更することを計画していることや、消費者向けセミナーにおいてWILLの会長がラブオールの会長と紹介されていることなどから、WILLによる前記行為と同様の行為が今後ラブオール名義で行われる可能性が高いと認められた。

	2019年
７月31日
（注意喚起）
	SMSを用いて未納料金の名目で金銭を支払わせようとする「日本通信株式会社をかたる架空請求」に関する件
	「日本通信株式会社」をかたる事業者は、消費者の携帯電話に「ご利用料金のお支払い確認が取れておりません。本日中に日本通信（株）お客様センター迄ご連絡ください。」などと記載されたSMSを送信するとともに、SMSに記載された電話番号に連絡してきた消費者に「動画サイトの利用料１年分を滞納しています。」、「後日、手数料５％を差し引いて返金します。」などと告げ、実在しない動画サイトの未納料金の名目で金銭を支払わせようとしていた（消費者を欺き、又は威迫して困惑させること）。
消費者は、実際には動画サイト利用料金の未払など生じていないにもかかわらず、前払式電子マネーをコンビ二エンスストアで購入して、そのギフト券の番号を伝えるなどの方法によって、要求された金額を支払っていた。

	2019年
９月６日
（注意喚起）
	「ケトジェンヌ」と称する健康食品を使用した消費者に身体被害が生じていることについて
	当該健康食品を使用したところ、下痢等の体調不良が生じたという事故情報が短期間に急増しており、今後の消費者被害の発生又は拡大の防止を図るため、当該商品を使用する場合は、身体被害が生じ得ることに留意するとともに、当該商品の使用後に下痢等の体調不良が生じた場合は、速やかに使用を控えた上で、最寄りの医療機関や保健所に相談するよう呼び掛けた。

	2019年
９月13日
（注意喚起）
	チケット転売の仲介サイト「viagogo」に関する件
	viagogoAGは、「viagogo」と称するチケット転売サイトにおいて、「チケット購入希望者が多いため、購入完了まで６分とさせていただきます。完了できない場合は、お客様のチケットは一般に販売されることになります。もうすぐ完売」などと表示した上で、「購入完了までの残り時間」のカウントダウン表示をしていたが、実際には、他の購入希望者がいない限り、何度でも新たな残り時間が付与される仕組みであることが判明した（虚偽・誇大な広告・表示及び不実告知）。
また、「良くある質問」のコーナーにおいて、他人の名前が記載されたチケットでも有効であるかのように表示していたが、実際には他人の名前が記載されたチケットでは入場できないこととされているイベントもあることが判明した（虚偽・誇大な広告・表示及び不実告知）。

	2019年
９月26日
（注意喚起）
	「まずは２日で驚くほど簡単に10万円稼いでいただきます。」などとうたい、多額の金銭を支払わせる「株式会社アシストライン」に関する件
	株式会社アシストラインは、同社が運営するウェブサイトにおいて、「M’s Navigation」と称するビジネスについて、「まずは２日で驚くほど簡単に稼いでいただきます。」、「再現性99.8％」、「やっていただく事はただ１つです。とっても簡単　誰でも出来る　パソコンやスマホを使ってメールの転送をしてもらうだけ！」などと記載することにより、あたかも、メールの転送をするだけで、誰でも簡単に短期間で大金を稼ぐことができるかのように表示していたが、実際には、誰もが短期間で簡単に大金を稼ぐことができたという実績は確認できなかった（虚偽・誇大な広告・表示及び不実告知）。
また、同社は、「M’s Navigation」と称するビジネスに係るマニュアルにおいて、「Resale Navi」と称するツールのコースごとにサポートの期間と売上予想金額を記載することにより、あたかも、当該ツールのいずれかのコースに加入すれば、サポート期間内に売上予想金額とされた額を稼ぐことができるかのように表示していたが、実際には、当該ツールを使用して当該マニュアルに記載されたサポート期間内に売上予想金額を稼いだ消費者は確認できなかった（虚偽・誇大な広告・表示）。

	2019年
９月27日
（注意喚起）
	特許権を取得した通信機器で収益を得られるなどとうたい、高額の投資をさせる「LED高速通信株式会社」に関する件
	①LED高速通信株式会社は、「第一次募集」と称するセミナーにおいて、消費者に対し、同社が販売する「LED高速通信機器」について特許権を取得しているかのように告げていたが、実際には、当該機器について特許権は取得していなかった（不実告知）。
また、同社は、当該セミナーにおいて、当該機器の購入等の契約を締結すれば半年から１年後には当該機器に係る売上げをあん分した金銭を定期的に受け取ることができ、既に金銭を受け取っている消費者もいるかのように告げていたが、実際には、セミナー開催時点において当該機器は１台も製造されていなかった上、企業などへの販売やレンタルについての具体的な事業計画も策定されておらず、消費者に対する当該機器に係る売上げをあん分した金銭の支払はなされていなかった（不実告知）。
②同社は、「第二次募集」と称するセミナーにおいて、消費者に対し、「LED照明機器」の購入等の契約を締結すれば当該機器に係る売上げをあん分した金銭を継続的に受け取ることができ、また、既に様々な用途の当該機器が複数の企業等に納品されているかのように告げていたが、実際には、当該機器の企業などへの販売及びレンタルの実績はなく、また、第二次募集の開始から約１年が経過しているにもかかわらず、当該機器に係る売上げをあん分した金銭の支払をしていなかった。

	2019年
11月７日
（注意喚起）
	「超簡単『スマホで錬金術』」、「検索=報酬を実現した画期的なシステム」などとうたい、多額の金銭を支払わせる「株式会社WAVE」に関する件
	株式会社WAVEは、広告代理店に個人のブログを装ったウェブサイトを作成させて、大金を稼いだとする体験談を掲載させるなどした上で、自社が運営するウェブサイトにおいて、「スマホ錬金術」と称するビジネスについて、「月収120万円稼げる最新ビジネス」、「再現性100％　結果重視！稼げることをお約束。」などと記載することにより、あたかも、スマホ錬金術に参加すれば、誰でも短時間で簡単に大金を稼げるかのように表示していたが、実際には、誰もが短期間で簡単に大金を稼ぐことができるものではなかった（虚偽・誇大な広告・表示及び不実告知）。

	2019年
11月８日
（注意喚起）
	VISION株式会社の名義で行われる「PRPシステム」と称する役務の訪問販売に関する件
	WILL株式会社（以下「WILL」という。）は、「PRPシステム」と称して、IP電話機能などが読み込まれたカード型USBメモリを消費者に販売した上、それを自ら賃借して運用した収益からカード型USBメモリの購入代金を上回る賃借料を消費者に支払うとする役務を提供していたが、実際には同社の売上げの99％がカード型USBメモリの販売によるものであり、運用収益から賃借料を支払っている実態はないことが判明した（不実告知）。
また、VISION株式会社（以下「VISION」という。）名義で開催されたセミナーにおいて、WILLの事業がVISIONの事業の内容として説明されていることや、WILLの会長がVISIONの創業者と紹介された上、自らWILLの事業内容等について説明していることなどから、WILLによる前記行為と同様の行為が今後VISION名義で行われる可能性が高いと認められた。

	2020年
３月18日
（注意喚起）
	最初に１万円程度の情報商材を消費者に購入させ、その後に執ような電話勧誘により著しく高額な情報商材を購入させる「株式会社アース」、「株式会社インサイト」、「株式会社ウインズ」及び「ミライズ株式会社」に関する件
	株式会社アースは「おもてなしビジネス」、株式会社インサイトは「音読ビジネス」、株式会社ウインズは「ぺたぺたビジネス」と称するビジネスを提供するに当たり、それぞれ、簡単な作業で誰でも１日１万円程度を稼げるビジネスに9,800円で参加できるなどと表示して消費者を勧誘し、また、これら３社から業務の委託を受けたミライズ株式会社は、ビジネスに参加した消費者に対し、電話で、著しく高額な情報商材を購入しなければビジネスを続けられない、当該情報商材を購入すればすぐに購入代金以上を稼げるなどと勧誘していたが、実際には、これらのビジネスはいずれも、稼げる仕組みを伴わない架空のものであり、消費者は絶対に稼ぐことができないものであった（虚偽の広告・表示及び不実告知）。


○資料７-３　不当景品類及び不当表示防止法の規定に基づく消費者庁の措置命令（2019年度）
	実施時期
	件　　　名

	2019年
４月３日
	イオンペット株式会社に対する措置命令（ペットのトリミングサービス及びホテルサービスに関する不当表示（優良誤認表示））

	４月16日
	株式会社ロイヤルダイニングに対する措置命令（レストランで提供している牛肉に関する不当表示（優良誤認表示））

	４月26日
	株式会社BLIに対する措置命令（害虫駆除剤の効果に関する不当表示（優良誤認表示））

	６月５日
	株式会社ECホールディングスに対する措置命令（食品の白髪を黒髪にする効果に関する不当表示（優良誤認表示））

	６月13日
	株式会社髙島屋に対する措置命令（化粧品及び雑貨に関する不当表示（原産国））

	６月14日
	株式会社よりそうに対する措置命令（葬儀サービスに関する不当表示（有利誤認表示））

	６月21日
	フィリップ・モリス・ジャパン合同会社に対する措置命令（加熱式たばこに関する不当表示（有利誤認表示））

	６月28日
	ふるさと和漢堂株式会社に対する措置命令（食品の肥満効果に関する不当表示（優良誤認表示））

	７月２日
	LINEモバイル株式会社に対する措置命令（移動体通信役務に係る商品に関する不当表示（優良誤認表示））

	７月４日
	DR.C医薬株式会社に対する措置命令（花粉用マスクに関する不当表示（優良誤認表示））

	７月４日
	アイリスオーヤマ株式会社に対する措置命令（花粉用マスクに関する不当表示（優良誤認表示））

	７月４日
	大正製薬株式会社に対する措置命令（花粉用マスクに関する不当表示（優良誤認表示））

	７月４日
	玉川衛材株式会社に対する措置命令（花粉用マスクに関する不当表示（優良誤認表示））

	７月８日
	株式会社サンプラザに対する措置命令（パンの販売価格に関する不当表示（有利誤認表示））

	７月８日
	株式会社エムアイカードに対する措置命令（百貨店提携クレジットカードに関する不当表示（優良誤認表示及び有利誤認表示））

	８月７日
	株式会社ブルースターに対する措置命令（クリーニングサービスの提供価格に関する不当表示（有利誤認表示））

	９月20日
	株式会社トラストに対する措置命令（下着の痩身効果に関する不当表示（優良誤認表示））

	10月９日
	株式会社ファクトリージャパングループに対する措置命令（整体サービスの提供価格に関する不当表示（有利誤認表示））

	10月16日
	株式会社プラスワンに対する措置命令（鶏もも肉を使用した唐揚げ等に関する不当表示（優良誤認表示））

	11月１日
	イマジン・グローバル・ケア株式会社に対する措置命令（食品の疾病治療又は予防効果に関する不当表示（優良誤認表示））

	11月29日
	株式会社シンビジャパンに対する措置命令（ダイエットパッチの痩身効果に関する不当表示（優良誤認表示））

	11月29日
	株式会社ユニッシュに対する措置命令（ダイエットパッチの痩身効果に関する不当表示（優良誤認表示））

	11月29日
	株式会社tattvaに対する措置命令（ダイエットパッチの痩身効果に関する不当表示（優良誤認表示及び有利誤認表示））

	12月20日
	株式会社ダッドウェイに対する措置命令（抱っこひもに関する不当表示（優良誤認表示））

	2020年
１月17日
	株式会社キュラーズに対する措置命令（収納スペースの賃貸サービスの提供価格に関する不当表示（有利誤認表示））

	３月６日
	株式会社エムアンドエムに対する措置命令（食品の筋肉増強効果及び痩身効果に関する不当表示（優良誤認表示））

	３月10日
	株式会社ゼネラルリンクに対する措置命令（食品の妊娠しやすくなる効果に関する不当表示（優良誤認表示））

	３月17日
	株式会社あすなろわかさに対する措置命令（食品の白髪を黒髪にする効果に関する不当表示（優良誤認表示））

	３月19日
	株式会社TOLUTOに対する措置命令（食品の痩身効果に関する不当表示（優良誤認表示））

	３月24日
	株式会社イオン銀行に対する措置命令（クレジットカード又はデビットカードに関する不当表示（有利誤認表示））

	３月30日
	株式会社ファミリーマートに対する措置命令（食パンの原材料に関する不当表示（優良誤認表示））

	３月30日
	山崎製パン株式会社に対する措置命令（食パンの原材料に関する不当表示（優良誤認表示））

	３月31日
	株式会社オークローンマーケティングに対する措置命令（EMS機器の痩身効果に関する不当表示（優良誤認表示））

	３月31日
	株式会社ディノス・セシールに対する措置命令（EMS機器の痩身効果に関する不当表示（優良誤認表示））

	３月31日
	株式会社プライムダイレクトに対する措置命令（EMS機器の痩身効果に関する不当表示（優良誤認表示））

	３月31日
	ヤーマン株式会社に対する措置命令（EMS機器の痩身効果に関する不当表示（優良誤認表示））


○資料７-４　不当景品類及び不当表示防止法の規定に基づく消費者庁の課徴金納付命令（2019年度）
	実施時期
	件　　　名

	2019年
４月12日
	イオンライフ株式会社に対する課徴金納付命令（葬儀サービスの費用に関する不当表示（有利誤認表示））

	５月24日
	株式会社e-chanceに対する課徴金納付命令（自動車ボディ等の補修剤における効能に関する不当表示（優良誤認表示））

	５月24日
	日本マクドナルド株式会社に対する課徴金納付命令（自社の店舗で供給する料理に係る不当表示（優良誤認表示））

	６月26日
	株式会社はぴねすくらぶに対する課徴金納付命令（食品の痩身効果に関する不当表示（優良誤認表示））

	６月26日
	株式会社アルトルイズムに対する課徴金納付命令（食品の白髪を黒髪にする効果に関する不当表示（優良誤認表示））

	８月７日
	イオンペット株式会社に対する課徴金納付命令（ペットのトリミングサービス及びホテルサービスに関する不当表示（優良誤認表示））

	８月28日
	株式会社GLANdに対する課徴金納付命令（衣類の痩身効果及び筋肉増強効果に関する不当表示（優良誤認表示））

	11月29日
	株式会社イッティに対する課徴金納付命令（衣類の痩身効果及び筋肉増強効果に関する不当表示（優良誤認表示））

	12月27日
	LINEモバイル株式会社に対する課徴金納付命令（移動体通信役務に係る商品に関する不当表示（優良誤認表示））

	2020年
２月７日
	株式会社Growasに対する課徴金納付命令（化粧品に係るシミの解消又は軽減効果に関する不当表示及び食品の痩身効果に関する不当表示（優良誤認表示及び有利誤認表示））

	３月６日
	ふるさと和漢堂株式会社に対する課徴金納付命令（食品の肥満効果に関する不当表示（優良誤認表示））

	３月17日
	ジェイフロンティア株式会社に対する課徴金納付命令（食品の痩身効果に関する不当表示（優良誤認表示））

	３月17日
	株式会社ジプソフィラに対する課徴金納付命令（食品の痩身効果に関する不当表示（優良誤認表示））

	３月18日
	株式会社ファクトリージャパングループに対する課徴金納付命令（整体サービスの提供価格に関する不当表示（有利誤認表示））

	３月24日
	株式会社エムアイカードに対する課徴金納付命令（百貨店提携クレジットカードに関する不当表示（優良誤認表示及び有利誤認表示））

	３月27日
	株式会社よりそうに対する課徴金納付命令（葬儀サービスに関する不当表示（有利誤認表示））

	３月31日
	株式会社ビーボに対する課徴金納付命令（食品の痩身効果に関する不当表示（優良誤認表示））


○資料７-５　不当景品類及び不当表示防止法の規定に基づく消費者庁による課徴金納付命令に係る返金計画の認定（2019年度）
	事業者名
	対象商品・役務
	返金実施期間

	該当なし
	
	


○資料７-６　特定商取引に関する法律の規定に基づく消費者庁等の業務停止命令等及び指示並びに業務禁止命令（2019年度）
	実施時期
	件　　　名

	2019年
４月25日
	電話勧誘販売業者あくびコミュニケーションズ株式会社に対する業務停止命令及び指示並びに当該業者の代表取締役等に対する業務禁止命令（電気の小売供給役務を提供する電話勧誘販売に係る氏名等の明示義務違反及び役務の対価についての不実告知）

	６月27日
	訪問販売業者東京土地建物株式会社に対する指示（原野等の土地の訪問販売に係る氏名等の明示義務違反及び書面の交付義務違反（記載不備））

	７月４日
	電話勧誘販売業者合同会社BBCに対する業務停止命令及び指示並びに当該業者の停止を命ぜられた業務の遂行に主導的な役割を果たしている者に対する業務禁止命令（カニ等の海産物の電話勧誘販売に係る氏名等の明示義務違反、再勧誘、書面の交付義務違反（記載不備・交付遅滞）、判断力不足便乗）

	７月12日
	訪問購入業者株式会社RUBYに対する業務停止命令及び指示並びに当該業者の代表取締役に対する業務禁止命令（貴金属等の訪問購入に係る勧誘の要請をしていない者に対する勧誘、勧誘を受ける意思があることを確認することをしないで行う勧誘、再勧誘、書面の交付義務違反（記載不備））

	７月19日
	訪問販売業者WILL株式会社に対する業務停止命令及び指示並びに当該業者の代表取締役等に対する業務禁止命令（「PRPシステム」と称する、アプリケーションが読み込まれた「willfonライセンスパック」と称するUSBメモリを、これを購入した相手方から賃借した上で、これに読み込まれたアプリケーションを第三者の利用に供する事業に供し、かかる事業により得られた収益から賃借料を支払うとされる役務を提供する訪問販売に係る役務の内容についての不実告知）　※業務禁止命令は７月19日及び７月30日

	７月19日
	訪問販売業者株式会社LINKに対する業務停止命令及び指示（「PRPシステム」と称する、アプリケーションが読み込まれた「willfonライセンスパック」と称するUSBメモリを、これを購入した相手方から賃借した上で、これに読み込まれたアプリケーションを第三者の利用に供する事業に供し、かかる事業により得られた収益から賃借料を支払うとされる役務を提供する訪問販売に係る役務の内容についての不実告知）

	７月19日
	訪問販売業者株式会社レセプションに対する業務停止命令及び指示（「PRPシステム」と称する、アプリケーションが読み込まれた「willfonライセンスパック」と称するUSBメモリを、これを購入した相手方から賃借した上で、これに読み込まれたアプリケーションを第三者の利用に供する事業に供し、かかる事業により得られた収益から賃借料を支払うとされる役務を提供する訪問販売に係る役務の内容についての不実告知）

	７月19日
	訪問販売業者ホームセキュリティー株式会社に対する業務停止命令及び指示並びに当該業者の代表取締役に対する業務禁止命令（「PRPシステム」と称する、アプリケーションが読み込まれた「willfonライセンスパック」と称するUSBメモリを、これを購入した相手方から賃借した上で、これに読み込まれたアプリケーションを第三者の利用に供する事業に供し、かかる事業により得られた収益から賃借料を支払うとされる役務を提供する訪問販売に係る役務の内容についての不実告知）　※業務禁止命令は８月６日

	７月19日
	訪問販売業者株式会社テレメディカルに対する業務停止命令及び指示並びに当該業者の代表取締役に対する業務禁止命令（「PRPシステム」と称する、アプリケーションが読み込まれた「willfonライセンスパック」と称するUSBメモリを、これを購入した相手方から賃借した上で、これに読み込まれたアプリケーションを第三者の利用に供する事業に供し、かかる事業により得られた収益から賃借料を支払うとされる役務を提供する訪問販売に係る役務の内容についての不実告知）

	７月19日
	訪問販売業者株式会社ARに対する業務停止命令及び指示並びに当該業者の代表取締役に対する業務禁止命令（「PRPシステム」と称する、アプリケーションが読み込まれた「willfonライセンスパック」と称するUSBメモリを、これを購入した相手方から賃借した上で、これに読み込まれたアプリケーションを第三者の利用に供する事業に供し、かかる事業により得られた収益から賃借料を支払うとされる役務を提供する訪問販売に係る役務の内容についての不実告知）

	７月19日
	訪問販売業者株式会社トータル72に対する業務停止命令及び指示並びに当該業者の代表取締役に対する業務禁止命令（「PRPシステム」と称する、アプリケーションが読み込まれた「willfonライセンスパック」と称するUSBメモリを、これを購入した相手方から賃借した上で、これに読み込まれたアプリケーションを第三者の利用に供する事業に供し、かかる事業により得られた収益から賃借料を支払うとされる役務を提供する訪問販売に係る役務の内容についての不実告知）　※業務禁止命令は７月26日

	７月19日
	訪問販売業者株式会社ピーアールピーに対する業務停止命令及び指示並びに当該業者の代表取締役に対する業務禁止命令（「PRPシステム」と称する、アプリケーションが読み込まれた「willfonライセンスパック」と称するUSBメモリを、これを購入した相手方から賃借した上で、これに読み込まれたアプリケーションを第三者の利用に供する事業に供し、かかる事業により得られた収益から賃借料を支払うとされる役務を提供する訪問販売に係る役務の内容についての不実告知）　※業務禁止命令は７月30日

	９月12日
	連鎖販売業者株式会社ブレスに対する取引等停止命令及び指示並びに当該業者の取締役に対する業務禁止命令（「グロトレクサ」及び「アップトリム」と称する各健康食品の連鎖販売取引に係る氏名等の明示義務違反、公衆の出入りする場所以外の場所での勧誘、書面の交付義務違反（不交付））　※業務禁止命令は９月13日

	12月６日
	訪問販売業者及び電話勧誘販売業者ファミリーエナジー合同会社に対する業務停止命令及び指示並びに当該業者の代表社員の職務執行者に対する業務禁止命令（電気の小売供給役務を提供する訪問販売及び電話勧誘販売に係る氏名等の明示義務違反、書面の交付義務違反（記載不備）、判断に影響を及ぼすこととなる重要な事項についての事実不告知）

	12月９日
	電話勧誘販売業者株式会社財宝に対する指示（「財宝の黒酢カプセル」と称する食品、「いきいきグルコサミン」と称する食品等の電話勧誘販売に係る商品の販売価格、代金の支払時期及び引渡時期についての事実不告知）

	12月12日
	電話勧誘販売業者株式会社広報堂に対する業務停止命令及び指示並びに当該業者の代表取締役等に対する業務禁止命令（短歌、俳句、絵画等の作品を新聞の広告欄に掲載する役務を提供する電話勧誘販売に係る再勧誘、迷惑解除妨害、適合性原則違反）

	12月16日
	連鎖販売業者株式会社YOSAに対する取引等停止命令及び指示並びに当該業者の代表取締役等に対する業務禁止命令（「YOSAハイベーレクイーンセット」と称する全身美容機器、「ハッピーバスタイム」と称する浴槽用水素水生成機器等の連鎖販売取引に係る氏名等の明示義務違反、断定的判断の提供）

	12月16日
	連鎖販売業者株式会社ロマネスクに対する取引等停止命令及び指示並びに当該業者の代表取締役に対する業務禁止命令（「YOSAハイベーレクイーンセット」と称する全身美容機器、「ハッピーバスタイム」と称する浴槽用水素水生成機器等の連鎖販売取引に係る氏名等の明示義務違反、断定的判断の提供）

	12月17日
	訪問販売業者株式会社さくらメンテナンス工房に対する業務停止命令及び指示並びに当該業者の代表取締役等に対する業務禁止命令（住宅リフォーム工事の訪問販売に係る契約の締結を必要とする事情に関する事項についての不実告知、過量販売）

	12月25日
	通信販売業者株式会社アクアに対する指示（「みのりの酵素」と称するダイエットサプリメントの通信販売に係る顧客の意に反して通信販売に係る売買契約の申込みをさせようとする行為）

	12月25日
	通信販売業者株式会社TOLUTOに対する業務停止命令及び指示並びに当該業者の前代表取締役に対する業務禁止命令（「REGRE リンクルセラム」と称する化粧品の通信販売に係る顧客の意に反して通信販売に係る売買契約の申込みをさせようとする行為）

	2020年
１月15日
	電話勧誘販売業者株式会社Rarahiraに対する業務停止命令及び指示並びに当該業者の統括責任者に対する業務禁止命令（「熟成自然派生酵素」と称する健康食品及び「BIHAKU（ビハク）」と称する化粧品の電話勧誘販売に係る氏名等の明示義務違反、再勧誘、書面の交付義務違反（記載不備）、売買契約の解除に関する事項についての事実不告知）

	１月21日
	通信販売業者株式会社GRACEに対する指示（「麹の贅沢生酵素」と称するダイエットサプリメントの通信販売に係る顧客の意に反して通信販売に係る売買契約の申込みをさせようとする行為）

	２月13日
	電話勧誘販売業者株式会社RK企画に対する業務停止命令及び指示並びに当該業者の代表取締役に対する業務禁止命令（「伝統手づくりにんにく玉」と称する商品、「ハイヒアルロンプレミアム」と称する商品等の電話勧誘販売に係る氏名等の明示義務違反、再勧誘、書面の交付義務違反（記載不備）、商品の販売価格についての不実告知）

	３月23日
	訪問販売業者株式会社メノガイアに対する業務停止命令及び指示並びに当該業者の代表取締役に対する業務禁止命令（住宅リフォーム工事の訪問販売に係る役務提供契約の締結を必要とする事情に関する事項についての不実告知、過量販売、迷惑勧誘）

	３月25日
	訪問販売業者株式会社i tec japanに対する業務停止命令及び指示並びに当該業者の代表取締役等に対する業務禁止命令（「Project advance」と称するバイナリーオプション取引に係る学習用プログラミングツールが内蔵されたUSBメモリ及び「Espresso」と称する当該ツールを稼働させるためのUSBメモリの訪問販売に係る氏名等の明示義務違反、商品の性能についての不実告知、迷惑勧誘、適合性原則違反、売買契約の相手方に支払能力に関する事項について虚偽の申告をさせる行為）

	３月25日
	訪問販売業者ファーストこと木村直人に対する業務停止命令及び指示並びに同人に対する業務禁止命令（「dmt」と称するバイナリーオプション取引に係る学習用プログラミングツールが内蔵されたUSBメモリ及び「Latte」と称する当該ツールを稼働させるためのUSBメモリの訪問販売に係る氏名等の明示義務違反、商品の性能についての不実告知、迷惑勧誘、適合性原則違反、売買契約の相手方に支払能力に関する事項について虚偽の申告をさせる行為）

	３月25日
	訪問販売業者及び連鎖販売業者株式会社ライズに対する業務停止命令、取引等停止命令及び指示並びに当該業者の代表取締役に対する連鎖販売取引に係る業務禁止命令（「SC」と称するバイナリーオプション取引に係る学習用プログラミングツールが内蔵されたUSBメモリ及び「Latte」と称する当該ツールを稼働させるためのUSBメモリの訪問販売に係る氏名等の明示義務違反、適合性原則違反及び売買契約の相手方に支払能力に関する事項について虚偽の申告をさせる行為並びに連鎖販売取引に係る氏名等の明示義務違反、適合性原則違反、連鎖販売取引についての契約の相手方に支払能力に関する事項について虚偽の申告をさせる行為）


（備考）　特定商取引法の規定に基づく消費者庁等の業務停止命令等及び指示並びに業務禁止命令については、地方経済産業局等による処分を含む。
○資料７-７　特定商品等の預託等取引契約に関する法律の規定に基づく消費者庁の業務停止命令及び措置命令　（2019年度）
	実施時期
	件　　　名

	
	該当なし


○資料７-８　特定電子メールの送信の適正化等に関する法律の規定に基づく消費者庁の措置命令（2019年度）
	実施時期
	件　　　名

	
	該当なし


○資料７-９　食品表示法の規定に基づく消費者庁の指示・命令（2019年度）
	実施時期
	件　　　名

	2020年
３月30日
	山崎製パン株式会社に対する食品表示法に基づく指示について


○資料７-10　健康増進法に基づく消費者庁の勧告（2019年度）
	実施時期
	件　　　名

	
	該当なし


○資料７-11　消費者庁から関係機関等へ対応要求等を行ったもの（2019年度）（消費者安全法等の規定に基づくものを除く。）
	実施時期
	件　名
	内　　容

	2019年
４月24日
	インターネットにおける健康食品等の虚偽・誇大表示に対する要請について
	インターネットにおける健康食品等の虚偽・誇大表示のおそれのある文言を含む表示をしていた事業者に対し、表示の改善を要請するとともに、ショッピングモール運営事業者へも協力を要請。（2019年１月～2019年３月：改善要請32件（事業者31件））

	６月25日
	食品表示の適正化に向けた取組について（夏期一斉取締り）
	食品衛生の監視指導の強化が求められる夏期における食品表示の適正化に向けた取組の一環として、都道府県等に対し、啓発パンフレット等を活用したカンピロバクター食中毒の予防対策に係る周知啓発、食中毒等の健康被害発生時に食品表示法の規定に係る遡及確認、ダイエット健康食品の注意喚起、食品表示新基準移行への周知啓発、食品リコール（自主回収）の届出制度の創設について普及啓発を通知。

	７月２日
	栄養成分表示の義務化に係る周知・普及について
	一般用加工食品等について、原則として義務化される栄養成分表示の経過措置期間が令和２年３月31日をもって終了することを踏まえ、より一層の周知・普及をしていく旨通知。

	８月９日
	製造所固有記号制度の運用に係る周知・普及について
	食品表示法に基づく食品表示基準の経過措置期間が令和２年３月31日をもって終了するが、その後製造される食品は新制度に基づく表示を付す必要があることから、新制度に基づく固有記号の届出を行っていない食品関連事業者に対して、期間に十分な余裕をもって届出を行うことを周知する旨関係団体宛てに通知。

	９月13日
	インターネットにおける健康食品等の虚偽・誇大表示に対する要請について
	インターネットにおける健康食品等の虚偽・誇大表示のおそれのある文言を含む表示をしていた事業者に対し、表示の改善を要請するとともに、ショッピングモール運営事業者へも協力を要請。（2019年４月～2019年６月：改善要請72件（事業者65件））

	11月22日
	インターネットにおける健康食品等の虚偽・誇大表示に対する要請について
	インターネットにおける健康食品等の虚偽・誇大表示のおそれのある文言を含む表示をしていた事業者に対し、表示の改善を要請するとともに、ショッピングモール運営事業者へも協力を要請。（2019年７月～2019年９月：改善要請112件（事業者87件））

	11月25日
	食品表示の適正化に向けた取組について（年末一斉取締り）
	食品衛生の監視指導の強化が求められる年末における食品表示の適正化に向けた取組の一環として、都道府県等に対し、啓発パンフレット等を活用した食品表示新基準移行への周知啓発、アレルゲンを含む食品として特定原材料に準ずるものにアーモンドが追加されたことの周知啓発、ゲノム編集技術応用食品に関連する表示の周知啓発、食中毒等の健康被害発生時に食品表示法の規定に係る遡及確認等、関係機関での連携調査の実施、個人売買における要冷蔵食品の常温配送にかかる注意喚起を通知。

	2020年
２月３日
	インターネットにおける健康食品等の虚偽・誇大表示に対する要請について
	インターネットにおける健康食品等の虚偽・誇大表示のおそれのある文言を含む表示をしていた事業者に対し、表示の改善を要請するとともに、ショッピングモール運営事業者へも協力を要請。（2019年10月～2019年12月：改善要請88件（事業者82件））

	３月３日
	新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う中国産輸入原材料の供給不足を受けた食品表示法に基づく食品表示基準の弾力的運用について
	新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う中国産輸入原材料の供給不足を受けた食品表示法に基づく食品表示基準（中国産と表記された原料原産地表示に限る。）の弾力的運用について、農林水産省と連名で関係機関に通知。

	３月９日
	新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う中国産輸入原材料の供給不足を受けた米トレーサビリティ法の弾力的運用について
	新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う中国産輸入原材料の供給不足を受けた米トレーサビリティ法（中国産と表記された産地情報の伝達に限る。）の弾力的運用について、農林水産省と連名で関係機関に通知。

	３月10日
	新型コロナウイルスに対する予防効果を標ぼうする商品の表示に関する改善要請等について
	インターネットにおける新型コロナウイルスに対する予防効果を標ぼうする健康食品等のウイルス予防効果の虚偽・誇大表示のおそれのある文言を含む表示をしていた事業者に対し、表示の改善を要請するとともに、ショッピングモール運営事業者へも協力を要請。（2020年２月25日～2020年３月６日：改善要請46件（事業者30件））

	３月27日
	新型コロナウイルスに対する予防効果を標ぼうする商品の表示に関する改善要請等について
	インターネットにおける新型コロナウイルスに対する予防効果を標ぼうする健康食品等のウイルス予防商品の虚偽・誇大表示のおそれのある文言を含む表示をしていた事業者に対し、表示の改善を要請するとともに、ショッピングモール運営事業者へも協力を要請。（2020年３月９日～2020年３月19日：改善要請41件（事業者34件））


○資料７-12　消費者安全法の規定に基づく消費者安全調査委員会の報告書等（2019年度）
（報告書）
	公表時期
	件　　　名

	2019年
５月31日
	歩行型ロータリ除雪機による事故


（経過報告書）
	公表時期
	件　　　名

	2019年
10月29日
	幼児同乗中の電動アシスト自転車の事故


